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2020年4月1日～2021年3月31日
期末報告

株主の皆様へ
株主の皆様には、平素より格別のご支援を賜り、
厚くお礼申しあげます。
ここに第114期の期末報告をお届けいたします。
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2020年度の概況

　2020年度の世界経済は、新型コロナウイルス感染症による影響の長期化を背景に、世界
的に消費や投資が落ち込みました。各国の経済対策や株価の回復はあるものの、政治・金融
情勢、貿易停滞のリスクなどの不確実性が高く、日本もこうした影響を少なからず受け、景
気の先行きが見通しにくい状況が続きました。
　このような経営環境のもと、当社は、事業の状況に応じて固定費削減等の対応策を実施し
ながら、新型コロナウイルス感染症がもたらす社会の変化を捉え、その課題解決に向けた取
り組みを推進しました。また、2019年度からスタートした中期戦略をベースに、「基幹事
業」「共創事業」「再挑戦事業」のポートフォリオマネジメントと経営体質強化を継続して
きました。
　具体的には、成長に向けた投資として、現場プロセス事業において、2020年7月に米国の
サプライチェーン(注)1・ソフトウェアの専門企業であるBlue Yonder Holding, Inc.に対し、
議決権比率20％の戦略的株式投資を実施しました(注)2。同社がグローバルに提供する先進
的なソリューションとビジネスモデル(注)3を習得することで、当社のソリューション能力強
化を図り、ビジネスモデル変革を加速させてまいります。
　他社との連携・共創による競争力強化に向けては、車載用角形電池事業において、トヨタ
自動車㈱との合弁会社であるプライム プラネット エナジー＆ソリューションズ㈱が2020
年4月1日より事業を開始しました。優れた品質・性能とコスト等を実現する高い競争力のあ
る電池の開発、また安定的な電池の供給に取り組んでいます。
　加えて、収益性の改善に向けては、半導体事業について、台湾の半導体メーカーNuvoton 
Technology Corporationへの事業譲渡を2020年9月に完了しました。また、ソーラー事業
について、開発・生産体制の最適化を目的として、2020年6月にバッファロー工場（米ニュ
ーヨーク州）における太陽電池のセル、モジュールの生産を停止し、９月に撤退を完了しま
した。さらに2021年２月に、住宅用、公共・産業用太陽電池の自社生産から2021年度中に
撤退することを公表しました(注)4。
　なお、2020年11月には、より中長期的な視点での当社事業の競争力強化のため、2022
年４月(予定)に持株会社制へ移行することを決定しました。各事業会社は、外部環境の変化
に応じた迅速な意思決定や事業特性に応じた柔軟な制度設計などを通じて、競争力の大幅な
強化に取り組む一方、持株会社は、各事業会社の競争力強化を積極的に支援するほか、グルー
プ全社視点での成長戦略を推進し、グループとしての企業価値向上に努めてまいります。
　当年度の連結売上高は、6兆6,988億円(前年度比11％減)となりました。国内売上は、空
気清浄機などの増収はあったものの、新型コロナウイルス感染症の影響に加え、住宅関連事
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業の非連結化影響もあり、減収となりました。海外売上は、プロセスオートメーションの実
装機や、情報通信インフラ向けの蓄電システム、産業モータなどが増収となったものの、新
型コロナウイルス感染症の影響が大きく、減収となりました。
　営業利益は、2,586億円(前年度比12％減)となりました。経営体質強化に向けた固定費削
減や、空調空質・車載電池・情報通信インフラ向けなどの中長期的な社会変化を捉えた事業
の増益がありましたが、減販損に加え、前年の事業譲渡益の反動もあり、減益となりました。
また、税引前利益は、2,608億円(前年度比10％減)、親会社の所有者に帰属する当期純利益
は、1,651億円(前年度比27％減)となりました。
(注) 1．サプライチェーン：製品や商品などが消費者に届くまでの調達、製造、在庫管理、配送、販売な
　　　　どの一連の流れ
　　 2．2021年4月23日の取締役会において、Blue Yonder Holding, Inc.の80%分の株式追加取得を行
　　　　い、同社を完全子会社化することを決定しました。
　　 3．ビジネスモデル：売上や利益を生み出す仕組み
　　 4．今後も、国内では、太陽電池の生産委託などによるパナソニックブランドでの販売を継続し、海
　　　　外では、北米などで実施している太陽電池の外部調達による販売を継続します。

[ セグメント別の状況 ]
　当社グループは、経営管理上、7つのカンパニーがそれぞれの担当領域において事業部の
自主責任経営を支えグローバルに事業推進を行っており、その成果を｢アプライアンス｣｢ライ
フソリューションズ」｢コネクティッドソリューションズ｣｢オートモーティブ｣｢インダストリ
アルソリューションズ｣の5つの報告セグメントに区分して評価、開示しております。
　セグメント別の事業部および主要な事業内容を次頁に掲載しており、その次の頁から当年
度の売上高および営業利益をセグメント別に示しております。事業再編に伴い、売上高およ
び営業利益の前年度比較は、前年度のセグメント情報を当年度の形態に合わせて組み替えし
て算出しております。

　7カンパニーと5報告セグメントの関係は、16頁の「2021年度のカンパニー・報告セグメント体制」を
　ご参照ください。
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報告セグメント別の事業部および主要な事業内容
(2021年３月31日現在)

報告セグメント 事業部 主要な商品・サービス

アプライアンス

空調冷熱ソリューションズ事業部、キッチン空間事業部、
ランドリー・クリーナー事業部、
ビューティ・パーソナルケア事業部、
スマートライフネットワーク事業部、
コールドチェーン事業部、ハスマン㈱、
冷熱空調デバイス事業部、
スマートエネルギーシステム事業部

ルームエアコン、大型空調、
冷蔵庫、電子レンジ、炊飯器、
洗濯機、掃除機、美・理容器具、
テレビ、デジタルカメラ、
ビデオ機器、オーディオ機器、
固定電話、ショーケース、
コンプレッサー、燃料電池

ライフ
ソリューションズ

ライティング事業部、
エナジーシステム事業部、
パナソニック エコシステムズ㈱、
ハウジングシステム事業部、
パナソニック サイクルテック㈱

照明器具、ランプ、配線器具、
太陽光発電システム、
換気・送風・空調機器、
空気清浄機、空間除菌脱臭機、
水まわり設備、内装建材、
外装建材、自転車、介護関連

コネクティッド
ソリューションズ

パナソニック アビオニクス㈱、
プロセスオートメーション事業部、
メディアエンターテインメント事業部、
モバイルソリューションズ事業部、
パナソニック システムソリューションズ ジャパン㈱

航空機内エンターテインメント
システム・通信サービス、
電子部品実装システム、溶接機、
プロジェクター、
業務用カメラシステム、
パソコン・タブレット、
各業界向けソリューション、
施工・運用・保守サービス

オートモーティブ

車載機器事業：
　　インフォテインメントシステムズ事業部、
　　HMIシステムズ事業部、車載システムズ事業部、
　　フィコサ・インターナショナル㈱
車載電池事業：
　　テスラエナジー事業部

車載インフォテインメントシステム、
ヘッドアップディスプレイ、
車載スピーカーシステム、
車載スイッチ、車載カメラ、
先進運転支援システム(ADAS)、
電動車用デバイス・システム、
自動車用ミラー、
円筒形・角形リチウムイオン電池
(角形はプライム プラネット エナジー＆ソリュ
 ーションズ㈱にて製造)

インダストリアル
ソリューションズ

システム事業：
　　メカトロニクス事業部、産業デバイス事業部、
　　エナジーソリューション事業部
デバイス事業：
　　デバイスソリューション事業部、
　　エナジーデバイス事業部、電子材料事業部

リレー、スイッチ、電源、
モーター、センサー、
小型リチウムイオン電池、
蓄電モジュール、
コンデンサー、コイル、抵抗器、
乾電池、マイクロ電池、
電子回路基板材料、液晶パネル
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■ アプライアンス

冷蔵庫

ななめドラム洗濯乾燥機

欧州：ヒートポンプ式温水暖房機

売 上 高
24,944億円

前年度比 96％

営業利益
1,043億円

前年度比 187％
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● 売上高の推移（単位：億円）
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● 営業利益の推移（単位：億円）

当セグメントの売上高は、前年度比で４%減少し、２兆4,944億円となりました。
当年度は、国内や中国でルームエアコン・冷蔵庫・洗濯機などが堅調に推移し、その他の

地域も回復傾向にありましたが、上期における市況悪化の影響に加え、テレビやデジタルカ
メラの販売絞込みなども影響し、全体では減収となりました。

主な事業部の状況では、空調冷熱ソリューションズ事業部では、中国・北東アジアでのル
ームエアコンや欧州のヒートポンプ式温水暖房機は堅調に推移したものの、アジアやインド
のルームエアコン等が苦戦し、減収となりました。

キッチン空間事業部では、国内や中国・北東アジアで冷蔵庫や調理家電が堅調に推移し、
増収となりました。

ランドリー・クリーナー事業部では、国内や中国・北東アジアでドラム式洗濯機の販売が
堅調に推移し、増収となりました。

スマートライフネットワーク事業部では、欧州を中心としたテレビやデジタルカメラの販
売絞込みにより、減収となりました。

当セグメントの営業利益は、1,043億円となりました。家電事業を中心に堅調に推移した
国内に加え、海外での収益改善や固定費・拡売費削減などの効果により、前年度から486億
円の増益となりました。

4

アプライアンス



2021/05/18 16:34:48 / 20703066_パナソニック株式会社_年次報告書（Ｃ）

■ ライフソリューションズ

空間除菌脱臭機「ジアイーノ」

配線器具「SO-STYLE」

エクステリア スポットライト

売 上 高
15,073億円

前年度比 79％

営業利益
692億円

前年度比 38％
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当セグメントの売上高は、前年度比で21%減少し、1兆5,073億円となりました。
当年度は、IAQ(室内空気質)事業は好調だったものの、住宅関連事業の非連結化影響に加

え、国内の非住宅市場における配線器具や照明機器が減収となり、海外でもインド・マレー
シアなどのロックダウンの影響により、減収となりました。

主な事業部の状況では、ライティング事業部では、需要低迷に加え、欧州事業の売却影響
もあり、減収となりました。

エナジーシステム事業部では、電材事業において、海外はインドを中心に販売が回復した
ものの、国内は非住宅やリニューアル件名の遅延などの影響で配線器具などが減販、太陽電
池事業における国内外の減販や北米拠点の撤退などもあり、減収となりました。

パナソニック エコシステムズ㈱では、IAQ事業で、空間除菌脱臭機｢ジアイーノ｣が大きく
販売を伸ばし、また、国内・中国での空気清浄機も好調だったことから、増収となりました。

ハウジングシステム事業部では、新型コロナウイルス感染症拡大による市況の悪化や採用
機会の損失などにより、減収となりました。

当セグメントの営業利益は、692億円となりました。IAQ事業の増販益や固定費削減の効
果はありましたが、全体的な需要低迷による減販損や構造改革費用の計上に加え、前年度に
住宅関連事業の譲渡益を計上した反動もあり、前年度から1,109億円の減益となりました。
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■ コネクティッドソリューションズ

サプライチェーン・ソフトウェア大手との戦略的
パートナーシップを拡大

電子部品実装機 NPM-DX

顔認証 入退セキュリティ＆オフィス可視化システム 
KPAS（ケイパス）

売 上 高
8,182億円

前年度比 79％

営業利益
△200億円

前年度比 －
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当セグメントの売上高は、前年度比で21%減少し、8,182億円となりました。
当年度は、プロセスオートメーション事業の販売が好調だったものの、他事業への新型コ

ロナウイルス感染症拡大による市況低迷の影響をカバーできず、全体では減収となりました。
主な事業部の状況では、パナソニック アビオニクス㈱では、航空機の大幅減産や運航便数

の激減により、機内エンターテインメント・通信システムやメンテナンス・リペアサービス
の販売が大幅に減少し、減収となりました。

プロセスオートメーション事業部では、溶接機は需要低迷により減収となりましたが、実
装機は５G機器やICT(情報通信技術)端末向けなどの販売が好調に推移したことにより、全体
では増収となりました。

メディアエンターテインメント事業部では、リモートカメラが需要拡大により好調でした
が、世界的なイベント中止の影響を受け、プロジェクター等の販売が減少したことにより、
全体では減収となりました。

モバイルソリューションズ事業部では、前年度のWindows7(注)サポート終了特需の反動
減や企業の投資抑制などの影響により、減収となりました。

パナソニック システムソリューションズ ジャパン㈱では、東京2020の延期や、大手法人
の投資延期等が影響し、減収となりました。
　当セグメントの営業利益は、200億円の損失となりました。アビオニクス事業などの減販
影響に加え、前年度にセキュリティシステム事業の譲渡益を計上した反動や減損損失の計上
などもあり、前年度から1,120億円の減益となりました。
(注) Windowsは、米国Microsoft Corporationの米国およびその他の国における登録商標です。
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■ オートモーティブ

コックピットシステム

ヘッドアップディスプレイ表示例
（画像提供：日産自動車㈱）

円筒形リチウムイオン電池

売 上 高
13,394億円

前年度比 90％

営業利益
109億円

前年度比 －
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当セグメントの売上高は、前年度比で10%減少し、１兆3,394億円となりました。
　新型コロナウイルス感染症拡大の影響による上期の自動車生産台数の減少が大きく、急速
に需要は回復したものの、車載機器事業、車載電池事業とも、年間では減収となりました。

車載機器事業では、注力領域であるコックピットシステムの売上は伸長し、商品ポートフ
ォリオの入れ替えは着実に進んでいます。

車載電池事業では、円筒形リチウムイオン電池のエネルギー密度を向上した高容量新製品
を導入し、さらなる技術革新を進め、顧客要望に応えています。本技術導入により、北米電
池工場では目標としていた35GWh相当の生産能力に到達しました。

当セグメントの営業利益は、109億円となりました。新型コロナウイルス感染症拡大の影
響により、減販損がありました。

一方、車載機器事業では、経営体質強化施策を加速し、固定費を大きく削減したことに加
えて、前年度に計上したのれん減損の反動もあり、前年度から大幅な増益となりました。

車載電池事業でも、円筒形リチウムイオン電池の材料合理化や高容量新製品の導入効果な
どに加え、角形リチウムイオン電池の合弁会社化に伴う利益計上などにより、増益となりま
した。なお、北米電池工場設立後、円筒形車載電池事業として、初めて年間で黒字を計上し
ました。

セグメント全体では、前年度から575億円の増益となりました。
7

オートモーティブ



2021/05/18 16:34:48 / 20703066_パナソニック株式会社_年次報告書（Ｃ）

■ インダストリアルソリューションズ

産業用モーター

蓄電モジュール

コンデンサー

売 上 高
12,555億円

前年度比 98％

営業利益
662億円

前年度比 －
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● 売上高の推移（単位：億円）
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● 営業利益の推移（単位：億円）

当セグメントの売上高は、前年度比で２%減少し、１兆2,555億円となりました。
当年度は、上期の新型コロナウイルス感染症拡大による影響を下期の市況回復で補いつつ

も、半導体事業譲渡等の影響により、減収となりました。
主な事業の状況では、システム事業は、半導体製造装置市場の好況や中国での生産設備の

需要回復を受けて産業用モーターが拡大しました。また、情報化のさらなる進展に伴う通信
量の増大を受けてデータセンター向け蓄電システムが堅調に推移するとともに、下期にはリ
レーやスイッチ等の車載部品も回復したことにより、増収となりました。

デバイス事業では、環境対応車向けコンデンサーが早期に回復し、データセンター向けコ
ンデンサーの販売も好調に推移しました。一方、米中貿易摩擦の影響を受けて基地局向け基
板材料が苦戦したほか、新型コロナウイルス感染症拡大の影響による産業活動の停滞を受け
マイクロ電池が低調に推移するなど、全体では減収となりました。

その他、半導体や液晶パネル事業は、事業譲渡や事業縮小などの影響により、減収となり
ました。

当セグメントの営業利益は、662億円となりました。産業用モーターやデータセンター向
けを中心とするコンデンサー・蓄電システムなどの増販益、固定費削減や材料合理化への取
り組みに加え、前年度に計上した構造改革費用の反動などもあり、前年度から616億円の増
益となりました。

8
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アプライアンス

ライフソリューションズ
コネクティッドソリューションズ

インダストリアルソリューションズ

オートモーティブ 連結売上高
66,988

億円

20％

34％

18％

11％

17％

2020年度売上高構成比●

（注）売上高構成比は、各セグメントの売上高を、報告セグメント売上高合計（下表「セ
　　グメント情報」の「報告セグメント 計」欄の売上高）で除して算出しております。

● セグメント情報

区　　　分 売上高（億円） 前年度比（％） 営業利益（億円） 利益率（％） 前年度比（％）

アプライアンス 24,944 96 1,043 4.2 187

ライフソリューションズ 15,073 79 692 4.6 38

コネクティッドソリューションズ 8,182 79 △200 △2.4 －

オートモーティブ 13,394 90 109 0.8 －

インダストリアルソリューションズ 12,555 98 662 5.3 －

報告セグメント 計 74,148 89 2,306 3.1 81

その他 2,879 97 15 0.5 20

消去・調整 △10,039 － 265 － －

連結決算 66,988 89 2,586 3.9 88

(注) 1．記載金額は、億円未満を、前年度比は小数点以下第1位を、利益率は小数点以下第2位を、それぞれ四捨五入して表示しております。
2．売上高および営業利益の前年度比は、前年度のセグメント情報を当年度の形態に合わせて組み替えして算出しております。
3．各セグメントの売上高には、セグメント間の取引が含まれております。
4．｢消去・調整｣には、セグメント業績の管理上、特定のセグメントに帰属しない収益および費用や、連結会計上の調整およびセグメント間の内部取引消去が含ま

れております。
5．当年度の売上高のうち、国内売上高は前年度比で14%減少し3兆1,133億円、また、海外売上高は前年度比で8％減少し3兆5,855億円となりました。
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グラフで見る財務状況(連結)
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2021年度の取り組み

　当社は、創業者 松下幸之助の定めた綱領で謳っているとおり、長きに亘り、｢社会生活の
改善と向上｣と｢世界文化の進展｣に寄与することを社会に対してお約束してまいりました。
今後も、この理念を不変の存在意義として継承し、優れた商品やサービスを、より早く、よ
り多くのお客様にお届けすることを通じて、理想的なくらしや社会の実現、地球環境保護と
いったグローバルでの社会課題の解決に、大きな貢献を生み出すことを目指してまいります。
　2021年度の経営環境は、各国の政治・金融情勢、貿易停滞のリスク、またワクチンの接
種や普及次第ではあるものの、新型コロナウイルス感染症の状況などにおいて不確実性が依
然として高く、世界経済の先行きも見通しにくい状況が続きます。日本でも、こうした国際
経済の影響を少なからず受けるとみられます。
　このような経営環境のもと、当社は、事業の状況に応じた固定費管理と、新型コロナウイ
ルス感染症による社会変化を捉えた新たな事業機会への取り組みを進めながら、2019年度
からスタートした中期戦略の最終年度として、事業ポートフォリオマネジメントと経営体質
強化を継続していきます。あわせて、全ての事業において、攻めるべき領域を定め、そこで
の競争力を徹底的に高めてまいります。
　また、2021年10月には、2022年度からの持株会社制への移行に向けて、現行のカンパ
ニー制を廃止し、新体制へ再編する予定です。新体制において、中期戦略を着実に推進する
とともに、2022年４月１日からの新事業会社での円滑な事業運営に向けた準備を進めてい
きます。
　持株会社制への移行により分社化される各事業会社は、自主責任経営を徹底し、外部環境
変化に応じた迅速な意思決定や、事業特性に応じた柔軟な制度設計などを通じて、事業競争
力の大幅な強化に取り組んでいきます。持株会社は、各事業会社の競争力強化を積極的に支
援するほか、グループ全社視点での成長戦略を推進し、グループとしての企業価値向上に努
めていきます。
　なお、当社は、世界トップクラスのサプライチェーン・ソフトウェアの専門企業である米
国Blue Yonder Holding, Inc.(Blue Yonder)の80％分の株式を追加取得し、同社を完全子
会社化することについて、2021年４月23日の当社取締役会で決定し、Blue Yonderおよび
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同社の実質的な株主との間で最終合意に至りました。これにより、2020年７月取得済の
20％分の株式と合わせて全株式を取得することになります。
　注力事業の一つであるサプライチェーン分野の「現場プロセス事業」の領域においては、
コロナ禍での極端な需要変動、物流の負担増、消費者ニーズの変化対応、働き手不足や省資
源、脱炭素といった課題が山積しています。当社は、自身の100年にわたる製造業としての
知見やノウハウを通じ、現場の人・モノ・機器の動きをデジタルデータとして可視化し、サ
イバー空間で分析。それらの情報を経営判断につなげ、グローバルでのリードタイム短縮や
在庫削減、ボトルネック解消などにより、お客様の経営課題を解決するとともに、エネルギ
ーの削減、資源の有効活用を通じて、地球環境の保全やサスティナブルな社会の実現を目指
します。
　お客様にとって、より付加価値の高いサービスを提供するために、ハードウェアの深化、
ソリューションビジネスへのシフト、リカーリング(注)ビジネスの拡大、そしてソフトウェア
による変革が喫緊の課題となっています。本出資により、当社は、世界トップクラスのサプ
ライチェーン・ソフトウェアの専門企業であるBlue Yonderから、AI(人工知能)、ML(機械
学習)の最新技術や、サプライチェーンのパッケージソフトウェアビジネス、リカーリングビ
ジネスのノウハウを獲得し、｢現場プロセス事業｣の進化をより一層加速させます。加えて、
自社のサプライチェーンにおけるオペレーション力強化(コスト競争力の向上等)を図るとと
もに、アジャイル(俊敏)な企業文化を取り入れ、融合することにより、自社の変革を加速し
ていきます。
(注) リカーリング：継続的に収益をあげる仕組み
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＜報告セグメントにおける取り組みの方向性＞
アプライアンス
　環境・省エネや健康・衛生意識の高まり、生活・価値観の変化により、空調や白物家電な
どの領域は引き続き成長が見込まれています。一方、テレビ・オーディオなどのAV領域は、
技術進化の停滞やコモディティ化の進展により、成長性の悪化が見込まれています。
　成長領域である空調事業では、強い｢商品×地域｣への注力や、ナノイーなどの当社技術・
商材を活用した差別化で、優位性を築いていきます。テレビなどの事業環境が厳しいスマー
トライフネットワーク事業は、構造改革を継続し、収益改善を目指していきます。また、白
物家電を中心とするホームアプライアンス事業では、お客様の行動・活動を起点とした商品・
サービス開発や、日本・中国連携の深化による設計・商品の共通化、開発リソースの効率化
を通じて新たなお客様価値を創出し、グローバルに展開していきます。
ライフソリューションズ
　世界的に、生活習慣や働き方への考え方が変化し、健康・衛生意識、特に空質(注)への関心
の高まりや、ワークプレイスの分散化が進展していきます。日本では、新型コロナウイルス
感染症の影響を受けた新築着工減の影響は残るものの、海外では、インドや東南アジアを中
心に需要の回復・拡大が期待されています。
　日本では、主に非住宅分野において、複数の商材が連携したシステムでの販売・施工に加
え、お客様の課題を解決するためのデータ解析やそれに基づくコンサルティング、納入後の
保守・サービスまでをご提供し、お役立ちの幅を広げていくことに取り組んでいきます。海
外では、インドやトルコ、ベトナムを中心にマーケティング・生産体制を強化し、電設資材
の拡大を図るとともに、お客様ごとのご要望にお応えする件名事業の体制強化・新規事業の
取り組みを進め、事業拡大を図っていきます。お客様視点でくらしをより良く、快適にする
事業をグローバルで実現していきます。
(注) 空質：換気や調湿、除菌、気流など空間における空気の質

コネクティッドソリューションズ
　労働力人口の減少や消費者嗜好の多様化、ニューノーマルへの対応などが進む中、製造・
物流・流通における事業領域は継続的な市場拡大が見込まれています。特に、サプライチェ
ーンにおける課題解決の需要は、世界的に増加しています。
　現場プロセス事業では、製造・物流・流通を中心とした現場(つくる・運ぶ・売る)の業務
プロセス革新によって、お客様の様々な経営課題解決に貢献していきます。物流・流通を中
心としたサプライチェーン領域では、倉庫業務や輸配送効率化、在庫適正化などの高付加価
値ソリューションをモデル化、展開し、お客様の販売拡大やコスト削減などでお役立ちを果
たしていきます。また、戦略的資本参加によりパートナーシップを拡大したBlue Yonderと
ともに｢オートノマス(自律的な)サプライチェーン™｣の実現を加速していきます。ファイン
プロセス(製造)領域では、加工プロセスコントロールを軸に生産活動の価値を最大化し、開
発から製造・販売・サービス一体でお客様に向き合い、全プロセスで継続的価値の提供に取
り組むなど、ソリューション販売の拡大を進めていきます。
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オートモーティブ
　自動車業界は、新型コロナウイルス感染症の影響はあったものの、CASE(注)1の進展に対
応する取り組みが活発化しています。移動空間の快適性や安全運転支援への要請は、さらに
増しています。
　車載機器事業では、強みを発揮できるコックピットシステム(注)2、HUD(注)3、ADAS(注)4
を注力分野として、クルマの快適性・安全性の向上に貢献する取り組みを進めています。コ
ックピットシステムは、高い操作性と最適な情報表示のノウハウや、急速に複雑化かつ大規
模化するクルマの情報機器化を支えるソフトウェア開発力を強みに、競争優位性を確立して
いきます。小型化・低歪かつ明るく鮮明な表示を実現するHUDや、車載カメラなどの強いデ
バイスに加えて画像認識などの先端技術を連携させたADASの開発を強化し、操作性・視認
性・安全性を高め、お客様価値の最大化に取り組みます。車載電池事業では、円筒形リチウ
ムイオン電池がさらなる高容量化を実現、北米電池工場で新たな増産投資を進めています。
新電池の開発や欧州事業展開の可能性を検討、また高コストなコバルトの使用量をゼロにし
た電池の商品化を２～３年以内に見込むなど、今後も成長を実現していきます。
(注) 1．CASE：Connected(クルマが通信ネットワークに接続され、運転支援情報の受信やエンターテイン
　　　　メント等のサービスを享受)、Autonomous(自動運転)、Shared & Services(車を共有して使う
　　　　サービス)、Electric(電動化)
　　 2．コックピットシステム：オーディオ/ビジュアルで安全(運転に必要な情報)・快適(エンターテイン
　　　　メント)なドライブをサポートする車載機器
　　 3．HUD：Head-Up Display(運転に必要な情報をドライバーの視線前方に表示し、視線移動を少なく
　　　　することでより安全運転に役立つディスプレイ機器)
　　 4．ADAS：先進運転支援システム(自動ブレーキ、自動駐車など、車両が危険を察知し、車両を自動
　　　　制御することで交通事故を防止する安全運転支援システム)

インダストリアルソリューションズ
　IoT社会の進展やモビリティの進化、労働人口の減少などを背景に、｢情報通信インフラ｣
｢車載CASE｣｢工場省人化｣の領域では、安定性や安全性、自動化・ネットワーク化などへの
要求が高まっており、継続的な進化を伴いながら、中長期的に需要が拡大することが見込ま
れています。
　これらの高成長領域に経営資源を集中し、｢強いデバイス｣と｢強いデバイスを核としたシス
テム｣による価値提供を通じて、社会課題の解決に貢献していきます。具体的には、｢情報通
信インフラ｣では5G基地局やデータセンター向けに低損失・長期保証可能なデバイスやシス
テム、｢車載CASE｣では電装化やxEV(注)向けに小型高効率・高信頼なデバイスやシステム、
｢工場省人化｣では生産設備等向けにデバイスにソフトやサポートを組み合わせた導入容易な
パッケージ商品を展開していきます。デバイスは源泉技術、システムはお客様との共創で商
品力を強化し、中長期で業界を上回る成長を実現していきます。
(注) xEV：電動車(電気自動車、ハイブリッド電気自動車、プラグイン・ハイブリッド(電気)自動車、
　　 (水素)燃料電池自動車の総称)
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＜持続的成長を支える基盤＞
コーポレート・ガバナンス
　当社は、コーポレート・ガバナンスを中長期的な企業価値向上のための重要な基盤と位置
付け、取締役会と監査役・監査役会体制のもと、実効性のあるコーポレート・ガバナンス体
制の強化に継続して取り組んでいます。取締役会での持株会社制への移行に向けたグループ
のあり方に関する議論の展開、指名・報酬諮問委員会におけるトップ交代の決議に至る徹底
した審議プロセスなどを通じて、監督機能、コーポレート戦略の意思決定機能としての実効
性を高めています。また、指名・報酬諮問委員会や取締役会実効性評価の仕組みの活用など
により、経営の機動性や透明性を高める活動を進めています。

環境
　当社グループは、より良いくらしと持続可能な地球環境の両立を目指した「パナソニック
環境ビジョン2050」を策定し、創・蓄・省エネ、エネルギーマネジメントに関する商品、
技術、ソリューション開発を通じて、使うエネルギーを削減するとともに、それを超えるク
リーンなエネルギーの創出・活用に向けた取り組みを進めています。また、カーボンニュー
トラル実現に向けて、エネルギーとともに資源の有効活用も重要な課題と認識し、お客様の
ライフスタイルや価値観の変化に合わせた「サーキュラーエコノミー(注)1型事業」に挑戦し
ています。さらに、「TCFD(注)2」の提言を踏まえて、気候変動の影響を受けやすいと判断し
た事業を含めたリスクと機会を特定し、シナリオ分析と対応策の検討を行っています。
(注) 1．サーキュラーエコノミー：循環経済。資源消費に依存せず持続可能な成長を目指す経済戦略
　　 2．TCFD：金融安定理事会により設置された気候関連財務情報開示タスクフォース
　　　 （Task Force on Climate-related Financial Disclosures）

人材戦略
　利益成長と収益性改善を目指す当社グループでは、一人ひとりがチャレンジでき、能力を
十分に発揮できる組織風土づくりを進めています。変化が激しい事業環境に対して柔軟かつ
強固な事業体制を実現するため、全社最適視点で事業構造改革を担う「執行役員」と、個別
事業の強化・変革を担う｢事業執行層｣に分け、役割に応じたマネジメントで、事業変革に向
けたモチベーション向上を図っています。さらに、当社の事業経営における中核として担当
事業の収益性向上と将来の競争優位の実現を担う事業執行層に対しては、成果に対する信賞
必罰と未来に向けた変革へのチャレンジを一層促進する人事処遇制度を2020年度より導入
しています。
　また、年齢・社歴・国籍にかかわらずグローバルに活躍できる人材づくりの仕組みとして、
｢グローバル人事プラットフォーム｣を構築しています。人材マネジメント情報を可視化、可
用化する｢グローバルタレントデータベース｣の活用などで、国・地域・会社を超えた配置・
登用やキャリア・能力開発を実現し、人材マネジメントの高位平準化、組織能力向上を目指
しています。
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　当社は、2021年度のカンパニー・報告セグメント体制を下記のとおりとしております。
　なお、下記体制は2021年10月1日に変更する予定です。� （2021年4月1日現在）

報告セグメント カンパニー

アプライアンス
（AP）

■ アプライアンス社
• 空調冷熱ソリューションズ事業部
• キッチン空間事業部
• ランドリー・クリーナー事業部
• ビューティ・パーソナルケア事業部
• スマートライフネットワーク事業部
• コールドチェーン事業部
• スマートエネルギーシステム事業部

■ US社
• ハスマン㈱

■ 中国・北東アジア社
• スマートライフ家電事業部
• 住建空間事業部※
• コールドチェーン（中国）
　 事業部
• 冷熱空調デバイス事業部
• 台湾事業部※

ライフ
ソリューションズ

（LS）

■ ライフソリューションズ社
• ライティング事業部
• エナジーシステム事業部
• パナソニック エコシステムズ㈱
• パナソニック サイクルテック㈱

■ 中国・北東アジア社
• 住建空間事業部※
• 台湾事業部※

コネクティッド
ソリューションズ

（CNS）

■ コネクティッドソリューションズ社
• パナソニック アビオニクス㈱
• プロセスオートメーション事業部
• メディアエンターテインメント事業部
• モバイルソリューションズ事業部
• パナソニック システムソリューションズ
　ジャパン㈱

オートモーティブ
（AM）

■ オートモーティブ社
• インフォテインメントシステムズ事業部
• HMIシステムズ事業部
• 車載システムズ事業部
• フィコサ・インターナショナル㈱

■ US社
• テスラエナジー事業部

インダストリアル
ソリューションズ

（IS）

■ インダストリアルソリューションズ社
• メカトロニクス事業部
• 産業デバイス事業部
• エナジーソリューション事業部
• デバイスソリューション事業部
• エナジーデバイス事業部
• 電子材料事業部

※住建空間事業部、台湾事業部は、APセグメントとLSセグメントに一部ずつ所属します。
（注）LSセグメントには、上記以外にハウジングシステム事業部が含まれております。

2021年度のカンパニー・報告セグメント体制
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Topics
トピックス
2020.APR-2021.MAR

当社は、空質商品として初めてIoT
連携を可能にしたルームエアコン 
｢エオリア｣ と加湿空気清浄機の販売
を2020年11月より開始しました。

エアコンと加湿空気清浄機のIoT連
携により、｢うるおい暖房｣ を実現し
ました。エアコンの ｢エオリア アプ
リ｣ から ｢うるおい暖房｣ を選択す
ると、暖房時に対応の加湿空気清浄
機が連動して加湿運転を開始。エア
コンのリモコンで ｢暖房｣ を作動さ
せた場合にも、自動で加湿空気清浄
機が運転し、エアコン暖房時の乾燥
対策につながります。

また、2台を同じ室内で使うことで、
高濃度の ｢ナノイー X｣ がエアコン
と加湿空気清浄機の双方から発生し、
商品単独で使用するときよりも花粉
やニオイをすばやく抑制します。

空気への関心が高まる中、心地よ
い温度と湿度、そしてきれいな空気
をお客様に提供し、｢健康で快適な空
気｣ との暮らしをサポートしてまい
ります。

IoT連携イメージ

アプライアンス社

パナソニック エコシステムズ㈱は、
IAQ(室内空気質)事業の拡大に取り組み、
新たに ｢調湿ユニット｣ を開発しました。

独自の ｢遠心破砕加湿技術｣ により、
加湿量を細かく制御できる新開発の
｢調湿ユニット｣ と、従来の熱交換気
および空調を一括制御する新たな空質 
システムの販売を、中国住宅市場向けに 
2021年4月より開始しました。今後、
次亜塩素酸生成ユニットを組み込むなど 
機能を拡充させ、住宅・非住宅市場
向けに日本を含むグローバル市場で
の展開を目指してまいります。

また、空質4要素(温度・湿度・清浄度・ 
気流)と感性3要素(除菌・脱臭・香り)を、 
さまざまな空間に合わせて自在に 
コントロールできる最新のIAQ技術を
パッケージ化し、愛知県春日井市の
本 社 敷 地 内 に 小 型 ク ロ ー ズ 空 間

「Reboot Space II」を新設。ホテルや
住宅などを想定した寝室空間と、 
ト レ ー ニ ン グ ル ー ム の2つ の 小 型 
クローズ空間でのソリューション提案
を行っています。

「調湿ユニット」を新開発し
IAQ（室内空気質）事業を
グローバルに拡大

ライフソリューションズ社

Reboot Space II

ルームエアコン「エオリア」と
加湿空気清浄機のIoT連携で
より清潔な空気を実現

2021/05/18 16:34:48 / 20703066_パナソニック株式会社_年次報告書（Ｃ）

17

トピックス



オートモーティブ社

「統合溶接管理システム iWNB」で
ロボット情報を見える化し
溶接現場の課題解決に貢献

パナソニック スマートファクト
リーソリューションズ㈱は、溶接ロ
ボットの情報を収集・蓄積・分析する
ことで ｢生産性向上｣ ｢品質向上｣ ｢ト
レーサビリティ強化｣ を実現するソ
リューション ｢統合溶接管理システム 
i W N B ( i n t e g r a t e d  W e l d i n g 
Network Box)：アイ・ダブリュー・
エヌ・ビー｣ の販売を2020年8月よ
り開始しました。

他の機器と接続せず、単独で動作す
ることが通常であった溶接ロボットに、
リンクウィズ㈱との協業成果である
検査ソリューションも加えて、プロ
セス全体のデータ化・見える化により、
製造業のお客様の抱える ｢プロの技
をどう伝承するか｣ ｢3K(勘・経験・
根性)作業からいかに開放し、生産の
効率化を実現するか｣ などの経営課
題の解決を目指してまいります。

パナソニックグループでは、企業
向け事業において、｢現場プロセスイ
ノベーション｣ をビジョンに掲げソ
リューション事業を展開しており、
今後もさまざまな現場の課題解決に
貢献してまいります。

コネクティッドソリューションズ社

自動車の電動化や自動運転技術の
進化に欠かせない車載電子制御ユ
ニット(ECU※)は、高機能・高性能
化が進むとともに自動車１台当たり
の搭載数も増加傾向にあります。ま
た、安全性・信頼性の向上を図るに
あたり、同一ECU内にバックアップ
用 の 電 子 回 路 を 形 成 す る た め に、 
ECUの小型化ニーズが高まってきて
おります。これらの背景から、 ECU
に実装されるコンデンサーには大電
流・大容量化による使用数削減や小
形化が求められています。

当社が2020年12月に量産を開始
した導電性高分子ハイブリッドアル
ミ電解コンデンサー2品種(ZUシリー
ズ、ZSUシリーズ)は、独自の導電性
高分子の形成技術と低抵抗リード線
の新規採用により、従来比1.4倍以上
の大電流・大容量化を実現し、コン
デンサーの使用数削減や、同一定格
品でのサイズの小形化が可能となり
ました。

当社は、これからもコンデンサー
のさらなる技術進化を推し進め、自
動車の電動化、自動運転技術の進展
に貢献してまいります。

車載向け導電性高分子
ハイブリッドアルミ電解
コンデンサーを量産開始

インダストリアルソリューションズ社

フロントガラスに投影されるHUDのイメージ
（画像提供：日産自動車㈱）

HUD外観

リモート監視

※1.コンバイナHUD：半透明の小型パネル(コンバイナ)に
情報を表示する方式のHUD

　2.AR-HUD：運転席前方の現実空間に奥行き感のある大
画面映像を重ねて表示する方式のHUD

※ECU：Electronic Control Unit

車載用 導電性高分子ハイブリッドアルミ電解
コンデンサー ZUシリーズ・ZSUシリーズ

ZUシリーズ

ZSUシリーズ

溶接現場

近年、運転中のドライバーの前方
視界に、車速やナビゲーションなど
さまざまな運転支援情報を表示する
システム ｢HUD(ヘッドアップディス
プレイ)｣ の普及がグローバルで拡大
しています。

当社では、デジタルカメラや液晶
ディスプレイの独自技術を応用し、
小型かつ低歪で明るく鮮明な表示を
実現した新製品を開発しました。

このたび、日産自動車㈱の新型
｢Rogue｣ にWS(ウィンドシールド)
大画面HUDが、スズキ㈱の新型 ｢ソ
リオ｣ ｢ソリオバンディット｣ に小型
コンバイナHUD※1が採用され、グ
ローバルに納入が拡大しています。

今後、さらなる普及が期待される
HUDの領域において、コンバイナタ
イプHUDからAR-HUD※2まで、快
適で安全なドライブに役立つ商品を
開発してまいります。HUDのリー
ディングカンパニーを目指し、安全・
安心で快適なドライビング環境に貢
献してまいります。

ドライバーの
安全運転支援に貢献する

HUDの採用が拡大
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証券コード 6752
事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会 6月に開催
基準日 定時株主総会　3月31日

期末配当　　　3月31日
中間配当　　　9月30日

公告方法 電子公告
https://www.panasonic.com/jp/corporate/ir/stockholder/denshikoukoku.html
ただし、やむを得ない事由によって電子公告をすることができない場合は、日本経済新
聞に掲載

単元株式数 100株
上場取引所 東京・名古屋
株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

株主名簿管理人
事務取扱場所
〈郵便物送付先〉

〈電話照会先〉
〈インターネットホームページURL〉

大阪市中央区北浜四丁目5番33号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
　　　　　　　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
フリーダイヤル　0120-782-031
https://www.smtb.jp/personal/agency/index.html

株主メモ

株式に関する「マイナンバー制度」のご案内
市区町村から通知されたマイナンバーは、株式の税務関係のお手続きで必要となります。
このため、株主様から、お取引の証券会社等へマイナンバーをお届出いただく必要がございます。

法令に定められたとおり、支払調書には株主様のマイナ
ンバーを記載し、税務署へ提出いたします。

主な支払調書	 ＊配当金に関する支払調書
	 ＊�単元未満株式の買取請求など株式

の譲渡取引に関する支払調書

証券口座にて株式を管理されている株主様
お取引の証券会社までお問い合わせください。
証券会社とのお取引がない株主様
下記のフリーダイヤルまでお問い合わせください。
三井住友信託銀行　証券代行部
フリーダイヤル　0120-782-031

株式関係業務におけるマイナンバーの利用 マイナンバーのお届出に関するお問い合わせ先

株主メモ


